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１．令和７年度国債発行計画について



令和６年度補正予算に伴う国債発⾏計画の変更について
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補正後当初区 分
対当初⽐

+2.4173.4171.0
R6年度市中発⾏額

（R6年4⽉-R7年3⽉に⾏う
定期的な⼊札）

+3.114.111.0個⼈向け国債等

+5.5187.5182.0合 計

補正後当初区 分
対当初⽐

+6.742.135.4 新規国債
(建設・特例国債)

▲0.10.00.1 復興債

+0.71.40.7 GX経済移⾏債

ー0.20.2⼦ども特例債

▲0.59.510.0財投債

▲1.3134.2135.5 借換債

+5.5187.5182.0 国債発⾏総額

（単位︓兆円） （単位︓兆円）
＜発⾏根拠法別発⾏額＞ ＜調達⽅法（消化⽅式別発⾏額）＞

※ 各計数ごとに四捨五入したため、計において符合しない場合がある。

○ 令和６年度補正予算に伴い、新規国債の発⾏は6.7兆円増加（対６年度当初⽐）。⼀⽅、借換債の減額等に
より、令和６年度の国債発⾏総額の増加は5.5兆円。

○ 国債発⾏総額の増加分については、短期国債の増額（2.4兆円）等により調達。



令和６年度国債発⾏計画（補正後）
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＜発行根拠法別発行額＞ （単位：億円） ＜消化方式別発行額＞ （単位：億円）

(a) (b) (b)-(a) (a) (b) (b)-(a)

354,490 421,390
カレンダーベース

市中発行額
1,710,000 1,734,000 24,000

65,790 96,590 30,800
第Ⅱ非価格
競争入札等

52,650 71,338 18,688

288,700 324,800 36,100 年度間調整分 5,306 7,961 2,655

1,461 260 ▲ 1,201 1,767,956 1,813,299 45,343

6,633 14,012 7,379 35,000 44,396 9,396

2,219 2,219 － 17,000 17,000 －

100,000 95,000 ▲ 5,000 1,819,956 1,874,695 54,739

1,355,154 1,341,814 ▲ 13,339

1,819,956 1,874,695 54,739

区　　分
令和６年度当初 令和６年度補正後

区　　分
令和６年度当初 令和６年度補正後

※１ 令和６年度の市中からの買入消却については、市場の状況や市場参加者との意見交換も踏まえ、必要に応じて実施する。

新規国債

建設国債

特例国債

GX経済移行債 個人向け販売分

子ども特例債 公的部門（日銀乗換）

復興債

財投債

借換債

合　　計

国債発行総額

市中発行分　計

66,900

※２ 令和６年度における前倒債の発行限度額は44.5兆円。

（注１） 各計数ごとに四捨五入したため、計において符合しない場合がある。

（注２） カレンダーベース市中発行額とは、あらかじめ額を定めた入札により定期的に発行する国債の４月から翌年３月までの発行予定額（額面）の総額をいう。

（注３） 第Ⅱ非価格競争入札とは、価格競争入札における加重平均価格等を発行価格とする、価格競争入札等の結果公表後に実施される国債市場特別参加者向けの入札をいう（価格競
争入札等における各国債市場特別参加者の落札額の10％を上限）。令和６年度の第Ⅱ非価格競争入札に係る発行予定額については、当該入札を実施する国債（40年債、30年債、
20年債、10年債、５年債及び２年債）のカレンダーベース市中発行額の4.5％を計上している（令和６年度補正後は実績を反映した上で6.0％を計上）。
第Ⅱ非価格競争入札等として、第Ⅱ非価格競争入札に係る発行予定額のほか、カレンダーベース市中発行額と実際の発行収入金との差額の見込みを計上している。

（注４） 年度間調整分とは、前倒債の発行や出納整理期間発行を通じた、前年度及び後年度との調整分をいう。

（注５） 子ども特例債（子ども・子育て支援特例公債）は、こども・子育て政策の抜本的な強化に当たり、令和10年度にかけて安定財源を確保するまでの間に財源不足が生じないよう、必要に
応じ、つなぎとして発行される。



令和６年度カレンダーベース市中発⾏額（補正後）
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＜カレンダーベース市中発行額＞

1.4 1.4 ─          

13.2 13.2

 （表１）　割引短期国債の年限別発行予定額 　　     (表２)　クライメート・トランジション国債の年限別発行予定額          （表３）　流動性供給入札のゾーン別発行予定額

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

（注５）

（注６）

回 1.0

38.4

クライメート・トランジション
国債

─                     0.25

２年債 2.6

─                     

27.6 ─                     

31.2× 12 回

× 4 回 1.0

─                     

40.8 2.4                    

１０年物価連動債 0.25 × 4

割引短期国債

× 12

流動性供給入札については、表３のゾーン区分・発行額で行うことを想定しつつ、市場参加者との意見交換を踏まえ、市場環境や投資ニーズに応じて柔軟に調整。

流動性供給入札 ─                     

市場参加者との意見交換を踏まえ、市場環境や発行状況に応じて、発行額を変更する可能性がある。

計 171.0 173.4

40年債については、５月・７月・９月・11月・１月・３月の発行を予定している。

割引短期国債は、政府短期証券と合わせて国庫短期証券として発行しており、表１の年限区分・発行額で発行することを想定しつつ、市場環境や投資ニーズに応じて、柔軟に年限区分・発行回数・発行額を調整。

10年物価連動債については、５月・８月・11月・２月の発行を予定し、市場参加者との意見交換を踏まえ、市場環境や投資ニーズに応じて、柔軟に発行額を調整。

2.4                   

ＧＸ経済移行債及びその借換債のうち、資金使途等を定めたフレームワークに基づいて個別銘柄として発行するものが「クライメート・トランジション国債」となる。
なお、令和６年度の発行額は、借換債としての発行分及び令和５年度・令和６年度の出納整理期間における発行分を考慮した額である。
10年クライメート・トランジション国債は５月・10月、５年クライメート・トランジション国債は７月・１月の発行を予定し、表２のとおり発行することを想定しつつ、市場参加者との意見交換を踏まえ、市場環境や投資ニーズに応じて柔
軟に調整。

１０年債 2.6 × 12 回 31.2

５年債 2.3 × 12 回 27.6

回 31.2

2.6 回

2.3 × 12

12 回 10.8

回

2.6

10.8

回

× 12 31.2

─                     

２０年債 1.0 × 12 回 12.0 12.0 ─                     

0.9 × 12 回

1.0 12

３０年債 0.9 ×

×

区　分
令和６年度当初 令和６年度補正後

　(1回あたり) (年間発行額 ： a ) (1回あたり) (年間発行額 ：b) (b)-(a)

４０年債 0.7 × 6 回 4.2 0.7 × 6 回 4.2 ─                     

（b）－（a）

-           12 

2.4         

12 回 38.4      

（b）

2.4        

×

６か月

１年

年　限

令和６年度当初 令和６年度補正後

（a）

-

3.2  

×  0.8 3   回

× 回 38.4  3.2  

（単位：兆円）

注

注

15.5年超
39年未満

3.0                    2.6                    ▲0.4       

区　分

令和６年度当初 令和６年度８月変更後・補正後

（a） （b） （b）－（a）

1年超
5年以下

3.0                    3.0                    -             

5年超
15.5年以下

7.2                    7.6                    0.4           

0.7  -          5年 0.35  × 2    回0.35  × 2    回 0.7  

-          10年 0.35  × 2    回 0.7  0.35  × 2    回 0.7  

年　限

令和６年度当初 令和６年度補正後

（a） （b） （b）－（a）



令和７年度国債発⾏額の規模について
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令和7年度の⾒通し
令和6年度

区 分
補正後当初

今後の予算編成過程で
決定

42.135.4 新規国債
(建設・特例国債)

0.00.1 復興債

1.40.7 GX経済移⾏債

0.20.2⼦ども特例債

財投計画全体の規模及
び財政融資資⾦の資⾦
繰り状況を踏まえて決定

9.510.0財投債

令和6年度当初と同⽔準
の発⾏が⾒込まれる134.2135.5 借換債

（上記の合計額）187.5182.0 国債発⾏総額

（単位︓兆円）
＜発⾏根拠法別発⾏額＞

令和7年度の⾒通し
令和6年度

区 分
補正後当初

（左記のとおり）187.5182.0国債発⾏総額

うち

181.3176.8市中発⾏分

市場環境や発⾏総額を踏
まえ予算編成過程と併⾏
して発⾏額を決定

173.4171.0
カレンダーベース
市中発⾏額

（通常の⼊札分）

当該⼊札を実施する国債
のカレンダーベース市中発
⾏額に基づき、⾜元の発
⾏状況を踏まえて計上

7.15.3
第Ⅱ⾮価格競争

⼊札

⾜元の販売実績を踏まえ
て決定4.43.5個⼈向け販売分

（単位︓兆円）
＜調達⽅法（消化⽅式別発⾏額）＞

⼊札時の
追加発⾏分



令和７年度カレンダーベース市中発⾏額に関する主な意⾒①
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国債投資家懇談会
（11⽉27⽇）

国債市場特別参加者会合
（11⽉26⽇）区分

 需給が⽐較的弱く、イールドカーブ上かなり割安な⽔準まで⾦
利上昇しているため、減額に賛成。

 ⽣命保険業界でも、投資するか否か、対応が異なる状況にあり、
⼀定の減額に問題はない。デュレーションが⻑く、規制対応が終
わったなかでは取扱いにくい年限となっている。

 ⽣命保険会社の規制対応の進捗等により、需要が減退してい
ることを踏まえ、特に優先して減額すべき。▲1,000億円/回〜
▲2,000億円/回の減額が適当。

 減額の時期については、令和7年1⽉からの減額も考えられるが、
▲2,000億円/回の⼤幅な減額を⾏うのであれば、令和7年4
⽉からの減額でよい。

40年債

 減額に賛成。
 他とのバランスの中で決定されるものと思うが、⽣命保険業界と

しては発⾏額の維持を希望。

 40年債と⽐べれば⽣命保険会社の需要が⾒込めるものの、
▲1,000億円/回の減額が適当。30年債

 他とのバランスの中で決定されるものと思うが、⽣命保険業界と
しては発⾏額の維持を希望。

 信⽤⾦庫業界における需要は今後減退傾向にあると考えられ、
若⼲の減額余地があると考えられる。

 段階的な利上げが続くなかでは、預⾦取扱⾦融機関からのア
セット・スワップ需要が維持されると⾒込まれ、現状維持が適当。

 40年債・30年債と⽐べれば優先順位は低いものの、預⾦取
扱⾦融機関の需要が10年以下の年限へシフトすることが想定
されるため、減額が適当。

20年債

 総じて、預⾦取扱⾦融機関による投資需要が⾒込まれ、増額
余地がある。

 投資対象は10年債・5年債となるが、ターミナル・レートの⽔準
を⾒通しつつ、投資可能な⾦利⽔準であれば5年以下のゾーン
においても投資を進めていきたい。

 ⽇本銀⾏が引き続き利上げサイクルにあり、また⾦利のある世
界となりコア預⾦の減少が意識される中では、⾦融機関の⽬線
は残存10年以下、投資可能な⽔準であれば5年以下の年限
に短期化しているように感じる。

 総じて、預⾦取扱⾦融機関による投資需要が⾒込まれ、増額
余地がある。

 海外投資家の需要が強いほか、⾦利上昇に伴う預⾦取扱⾦
融機関からの需要増が期待できる2年債・5年債における増額
を優先するのが適当。

 5年債については発⾏ロットがやや⼩さく、最優先で増額余地が
ある。

 今後の利上げについて不透明感が強いなかでは、絶対的な⾦
利⽔準が⾼く安定した需要が期待できる10年債における増額
が適当。

10・5・2年債



国債投資家懇談会
（11⽉27⽇）

国債市場特別参加者会合
（11⽉26⽇）区 分

 3か⽉物に投資したくても⾦利が低すぎるため投資ができないな
ど、需給が逼迫している状況を踏まえ、増額を強く希望する。

 特に３ヶ⽉物に関し、資⾦運⽤⽬的より外貨調達等の担保と
しての需要が強く、需給が引き締まった状況となっており、早急に
対応してほしく、増額を強く希望する。

 3か⽉物の需給は逼迫しており、⼀時より改善しているものの、
⾦利⽔準は政策⾦利対⽐で著しく低い状況との認識。増額
余地がある。

 6か⽉物は、3か⽉物の次に増額余地がある。新たな変動利付
債の発⾏において参照⾦利とするのであれば、発⾏時点までに
6か⽉物の市中残⾼をある程度確保し、参照⾦利として適切
な⽔準となるような状況を整えるべき。

T-Bill 1Y・6M・3M

― 現状維持とし、市場環境や投資ニーズを把握した上で、四半
期ごとに議論する現在の⽅式が適当。物価連動国債

―

 流動性プレミアムの上乗せが⾏き過ぎないようにするため、発⾏
額を減らすことで⾦利低下を図ること、多くとも今年度と同様の
⾦額とすることが適当ではないか。

 統合発⾏も含めて柔軟な発⾏⽅式を検討してほしい。
 （流動性が意識される背景として）⽇銀買⼊オペにおいて、買

⼊⽐率が⼀定以上になると買⼊対象から除外されることが⼤き
い。

クライメート・
トランジション利付国債

 超⻑期ゾーンに対する投資ニーズを踏まえ、40年債・30年債を
減額するのであれば、流動性を確保するため、バランスをとって
増額すべき。

 40年債・30年債の減額を⾏う場合には、堅調な⼊札結果が
続いていることを踏まえ、増額が適当。

 増額は検討に値するとは思うが、市場動向や投資家需要を踏
まえるべき。

流動性供給⼊札
（残存15.5-39年）

―
 ⼀部銘柄の市中残⾼が少ない状況を踏まえ、流動性確保の

ため、増額の余地がある。

流動性供給⼊札
（残存5-15.5年）

―流動性供給⼊札
（残存1-5年）

令和７年度カレンダーベース市中発⾏額に関する主な意⾒②
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２．令和７年１－３月期における物価連動債の発行額等について



カレンダーベース市中発行額（令和６年度）

＜カレンダーベース市中発行額＞

1.4 1.4 ─          

13.2 13.2

 （表１）　割引短期国債の年限別発行予定額 　　     (表２)　クライメート・トランジション国債の年限別発行予定額          （表３）　流動性供給入札のゾーン別発行予定額

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

（注５）

（注６）

回 1.0

38.4

クライメート・トランジション
国債

─                     0.25

２年債 2.6

─                     

27.6 ─                     

31.2× 12 回

× 4 回 1.0

─                     

40.8 2.4                    

１０年物価連動債 0.25 × 4

割引短期国債

× 12

流動性供給入札については、表３のゾーン区分・発行額で行うことを想定しつつ、市場参加者との意見交換を踏まえ、市場環境や投資ニーズに応じて柔軟に調整。

流動性供給入札 ─                     

市場参加者との意見交換を踏まえ、市場環境や発行状況に応じて、発行額を変更する可能性がある。

計 171.0 173.4

40年債については、５月・７月・９月・11月・１月・３月の発行を予定している。

割引短期国債は、政府短期証券と合わせて国庫短期証券として発行しており、表１の年限区分・発行額で発行することを想定しつつ、市場環境や投資ニーズに応じて、柔軟に年限区分・発行回数・発行額を調整。

10年物価連動債については、５月・８月・11月・２月の発行を予定し、市場参加者との意見交換を踏まえ、市場環境や投資ニーズに応じて、柔軟に発行額を調整。

2.4                   

ＧＸ経済移行債及びその借換債のうち、資金使途等を定めたフレームワークに基づいて個別銘柄として発行するものが「クライメート・トランジション国債」となる。
なお、令和６年度の発行額は、借換債としての発行分及び令和５年度・令和６年度の出納整理期間における発行分を考慮した額である。
10年クライメート・トランジション国債は５月・10月、５年クライメート・トランジション国債は７月・１月の発行を予定し、表２のとおり発行することを想定しつつ、市場参加者との意見交換を踏まえ、市場環境や投資ニーズに応じて柔
軟に調整。

１０年債 2.6 × 12 回 31.2

５年債 2.3 × 12 回 27.6

回 31.2

2.6 回

2.3 × 12

12 回 10.8

回

2.6

10.8

回

× 12 31.2

─                     

２０年債 1.0 × 12 回 12.0 12.0 ─                     

0.9 × 12 回

1.0 12

３０年債 0.9 ×

×

区　分
令和６年度当初 令和６年度補正後

　(1回あたり) (年間発行額 ： a ) (1回あたり) (年間発行額 ：b) (b)-(a)

４０年債 0.7 × 6 回 4.2 0.7 × 6 回 4.2 ─                     

（b）－（a）

-           12 

2.4         

12 回 38.4      

（b）

2.4        

×

６か月

１年

年　限

令和６年度当初 令和６年度補正後

（a）

-

3.2  

×  0.8 3   回

× 回 38.4  3.2  

（単位：兆円）

注

注

15.5年超
39年未満

3.0                    2.6                    ▲0.4       

区　分

令和６年度当初 令和６年度８月変更後・補正後

（a） （b） （b）－（a）

1年超
5年以下

3.0                    3.0                    -             

5年超
15.5年以下

7.2                    7.6                    0.4           

0.7  -          5年 0.35  × 2    回0.35  × 2    回 0.7  

-          10年 0.35  × 2    回 0.7  0.35  × 2    回 0.7  

年　限

令和６年度当初 令和６年度補正後

（a） （b） （b）－（a）

令和６年度発行計画
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令和６年度国債発行予定額

＜発行根拠法別発行額＞ （単位：億円） ＜消化方式別発行額＞ （単位：億円）

(a) (b) (b)-(a) (a) (b) (b)-(a)

354,490 421,390
カレンダーベース

市中発行額
1,710,000 1,734,000 24,000

65,790 96,590 30,800
第Ⅱ非価格
競争入札等

52,650 71,338 18,688

288,700 324,800 36,100 年度間調整分 5,306 7,961 2,655

1,461 260 ▲ 1,201 1,767,956 1,813,299 45,343

6,633 14,012 7,379 35,000 44,396 9,396

2,219 2,219 － 17,000 17,000 －

100,000 95,000 ▲ 5,000 1,819,956 1,874,695 54,739

1,355,154 1,341,814 ▲ 13,339

1,819,956 1,874,695 54,739

区　　分
令和６年度当初 令和６年度補正後

区　　分
令和６年度当初 令和６年度補正後

※１ 令和６年度の市中からの買入消却については、市場の状況や市場参加者との意見交換も踏まえ、必要に応じて実施する。

新規国債

建設国債

特例国債

GX経済移行債 個人向け販売分

子ども特例債 公的部門（日銀乗換）

復興債

財投債

借換債

合　　計

国債発行総額

市中発行分　計

66,900

※２ 令和６年度における前倒債の発行限度額は44.5兆円。

（注１） 各計数ごとに四捨五入したため、計において符合しない場合がある。

（注２） カレンダーベース市中発行額とは、あらかじめ額を定めた入札により定期的に発行する国債の４月から翌年３月までの発行予定額（額面）の総額をいう。

（注３） 第Ⅱ非価格競争入札とは、価格競争入札における加重平均価格等を発行価格とする、価格競争入札等の結果公表後に実施される国債市場特別参加者向けの入札をいう（価格競
争入札等における各国債市場特別参加者の落札額の10％を上限）。令和６年度の第Ⅱ非価格競争入札に係る発行予定額については、当該入札を実施する国債（40年債、30年債、
20年債、10年債、５年債及び２年債）のカレンダーベース市中発行額の4.5％を計上している（令和６年度補正後は実績を反映した上で6.0％を計上）。
第Ⅱ非価格競争入札等として、第Ⅱ非価格競争入札に係る発行予定額のほか、カレンダーベース市中発行額と実際の発行収入金との差額の見込みを計上している。

（注４） 年度間調整分とは、前倒債の発行や出納整理期間発行を通じた、前年度及び後年度との調整分をいう。

（注５） 子ども特例債（子ども・子育て支援特例公債）は、こども・子育て政策の抜本的な強化に当たり、令和10年度にかけて安定財源を確保するまでの間に財源不足が生じないよう、必要に
応じ、つなぎとして発行される。 11



令和６年10月から12月における物価連動債の発行額等（令和６年９月26日公表）

12



クーポン オファー額 応募額 募入額
応募
倍率

応募者
利回り

発行
価格

ＢＥＩ
（入札時点）

（％） （億円） （億円） （億円） （倍） （％） （円） （ｂｐ）

26回 R3.5.17 R3.5.18 0.005 2,000 7,632 1,999 3.82 ▲ 0.185 101.90   26.6

26回
（リオープン）

R3.8.5 R3.8.6 0.005 2,000 5,745 1,996 2.87 ▲ 0.174 101.75   17.5

26回
（リオープン）

R3.11.4 R3.11.5 0.005 2,000 6,619 1,997 3.31 ▲ 0.357 103.50   40.7

26回
（リオープン）

R4.2.8 R4.2.9 0.005 2,000 8,391 1,999 4.20 ▲ 0.388 103.70   54.8

27回 R4.5.16 R4.5.17 0.005 2,000 7,229 1,998 3.61 ▲ 0.715 107.60   98.2

27回
（リオープン）

R4.8.4 R4.8.5 0.005 2,500 8,307 2,500 3.32 ▲ 0.708 107.35   84.6

27回
（リオープン）

R4.11.7 R4.11.8 0.005 2,500 8,202 2,498 3.28 ▲ 0.733 107.40   94.7

27回
（リオープン）

R5.2.9 R5.2.10 0.005 2,500 7,643 2,500 3.06 ▲ 0.173 101.65   65.9

28回 R5.5.23 R5.5.24 0.005 2,500 8,732 2,498 3.49 ▲ 0.595 106.25   100.3

28回
（リオープン）

R5.8.3 R5.8.4 0.005 2,500 7,263 2,499 2.91 ▲ 0.510 105.20   114.3

28回
（リオープン）

R5.11.7 R5.11.8 0.005 2,500 6,821 2,499 2.73 ▲ 0.480 104.75   133.3

28回
（リオープン）

R6.2.5 R6.2.6 0.005 2,500 7,496 2,500 3.00 ▲ 0.468 104.50   111.4

29回 R6.5.20 R6.5.21 0.005 2,500 10,673 2,499 4.27 ▲ 0.545 105.70   152.6

29回
（リオープン）

R6.8.16 R6.8.19 0.005 2,500 7,385 2,499 2.95 ▲ 0.426 104.30   128.2

29回
（リオープン）

R6.11.11 R6.11.12 0.005 2,500 8,850 2,498 3.54 ▲ 0.362 103.55   129.7

回号 入札日 発行日

物価連動債の入札状況
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物価連動債の買入消却入札結果

オファー額 応募額 買入額
応募
倍率

買入平均
価格較差

買入最大
価格較差

テール

（億円） （億円） （億円） （倍） （円） （円） （円）

R6.7.10 R6.7.11 200 626 200 3.13 ▲ 0.067 ▲ 0.05 0.017

R6.8.7 R6.8.8 200 1,041 200 5.21 ▲ 0.401 ▲ 0.25 0.151

R6.9.11 R6.9.12 200 726 200 3.63 ▲ 0.320 ▲ 0.32 0.000

R6.10.9 R6.10.10 200 814 200 4.07 0.102 0.18 0.078

R6.11.6 R6.11.7 200 916 200 4.58 ▲ 0.162 ▲ 0.11 0.052

R6.12.4 R6.12.5 200 545 200 2.73 ▲ 0.029 0.03 0.059

オファー額 応募額 買入額
応募
倍率

買入平均
価格較差

買入最大
価格較差

テール

（億円） （億円） （億円） （倍） （円） （円） （円）

R6.4.24 R6.4.25 600 2,471 600 4.12 ▲ 0.961 ▲ 0.89 0.071

R6.5.31 R6.6.3 600 2,671 601 4.44 ▲ 0.192 ▲ 0.07 0.122

R6.6.28 R6.6.29 600 1,550 600 2.58 ▲ 0.519 ▲ 0.37 0.149

R6.7.29 R6.7.30 600 1,997 600 3.33 0.219 0.44 0.221

R6.8.28 R6.8.29 600 2,535 600 4.23 ▲ 0.413 ▲ 0.38 0.033

R6.9.25 R6.9.26 600 1,955 601 3.25 0.145 0.24 0.095

R6.10.28 R6.10.29 600 1,870 600 3.12 ▲ 0.217 ▲ 0.16 0.057

R6.11.28 R6.11.29 600 1,555 600 2.59 0.013 0.18 0.167

入札日 買入日

（参考：日本銀行の物価連動債買入オペの結果）

入札日 買入日
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最近のブレーク・イーブン・インフレ率（BEI）等の推移

（出所）日本相互証券提供の金利情報を基に財務省で算出 （出所）Bloomberg、日本相互証券提供の金利情報を基に財務省で算出

日本のBEIの推移 各国のBEIと原油価格の推移
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• 令和７年２月発行の入札予定額：2,500億円

• 令和７年１-３月期における買入消却の入札予定

買入対象銘柄：１月は20回債から29回債まで、２月・３月は21回債から29回債まで

令和７年１－３月期における物価連動債の発行額等（案）

（注）日本銀行においても、毎月物価連動債の買入オペを実施しており（10-12月は各月600億円程度）、令和７年

１-３月期の買入予定額は12月27日に公表予定です。

ただし、市場環境等によっては予定を見直すことがあります。

入札予定額入札月

200億円程度令和７年１月

200億円程度令和７年２月

200億円程度令和７年３月

600億円程度合計

16



３．令和７年１－３月期における流動性供給入札の実施額等について



カレンダーベース市中発行額（令和６年度）

＜カレンダーベース市中発行額＞

1.4 1.4 ─          

13.2 13.2

 （表１）　割引短期国債の年限別発行予定額 　　     (表２)　クライメート・トランジション国債の年限別発行予定額          （表３）　流動性供給入札のゾーン別発行予定額

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

（注５）

（注６）

回 1.0

38.4

クライメート・トランジション
国債

─                     0.25

２年債 2.6

─                     

27.6 ─                     

31.2× 12 回

× 4 回 1.0

─                     

40.8 2.4                    

１０年物価連動債 0.25 × 4

割引短期国債

× 12

流動性供給入札については、表３のゾーン区分・発行額で行うことを想定しつつ、市場参加者との意見交換を踏まえ、市場環境や投資ニーズに応じて柔軟に調整。

流動性供給入札 ─                     

市場参加者との意見交換を踏まえ、市場環境や発行状況に応じて、発行額を変更する可能性がある。

計 171.0 173.4

40年債については、５月・７月・９月・11月・１月・３月の発行を予定している。

割引短期国債は、政府短期証券と合わせて国庫短期証券として発行しており、表１の年限区分・発行額で発行することを想定しつつ、市場環境や投資ニーズに応じて、柔軟に年限区分・発行回数・発行額を調整。

10年物価連動債については、５月・８月・11月・２月の発行を予定し、市場参加者との意見交換を踏まえ、市場環境や投資ニーズに応じて、柔軟に発行額を調整。

2.4                   

ＧＸ経済移行債及びその借換債のうち、資金使途等を定めたフレームワークに基づいて個別銘柄として発行するものが「クライメート・トランジション国債」となる。
なお、令和６年度の発行額は、借換債としての発行分及び令和５年度・令和６年度の出納整理期間における発行分を考慮した額である。
10年クライメート・トランジション国債は５月・10月、５年クライメート・トランジション国債は７月・１月の発行を予定し、表２のとおり発行することを想定しつつ、市場参加者との意見交換を踏まえ、市場環境や投資ニーズに応じて柔
軟に調整。

１０年債 2.6 × 12 回 31.2

５年債 2.3 × 12 回 27.6

回 31.2

2.6 回

2.3 × 12

12 回 10.8

回

2.6

10.8

回

× 12 31.2

─                     

２０年債 1.0 × 12 回 12.0 12.0 ─                     

0.9 × 12 回

1.0 12

３０年債 0.9 ×

×

区　分
令和６年度当初 令和６年度補正後

　(1回あたり) (年間発行額 ： a ) (1回あたり) (年間発行額 ：b) (b)-(a)

４０年債 0.7 × 6 回 4.2 0.7 × 6 回 4.2 ─                     

（b）－（a）

-           12 

2.4         

12 回 38.4      

（b）

2.4        

×

６か月

１年

年　限

令和６年度当初 令和６年度補正後

（a）

-

3.2  

×  0.8 3   回

× 回 38.4  3.2  

（単位：兆円）

注

注

15.5年超
39年未満

3.0                    2.6                    ▲0.4       

区　分

令和６年度当初 令和６年度８月変更後・補正後

（a） （b） （b）－（a）

1年超
5年以下

3.0                    3.0                    -             

5年超
15.5年以下

7.2                    7.6                    0.4           

0.7  -          5年 0.35  × 2    回0.35  × 2    回 0.7  

-          10年 0.35  × 2    回 0.7  0.35  × 2    回 0.7  

年　限

令和６年度当初 令和６年度補正後

（a） （b） （b）－（a）

令和６年度発行計画

18



令和６年10月から12月における流動性供給入札の実施額等（令和６年９月26日公表）
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入札日
応募額
（億円）

募入決定額
（億円）

応募
倍率
（倍）

募入平均
利回格差

（％）

募入最大
利回格差

（％）

テール
（bp）

入札日
応募額
（億円）

募入決定額
（億円）

応募
倍率
（倍）

募入平均
利回格差

（％）

募入最大
利回格差

（％）

テール
（bp）

入札日
応募額
（億円）

募入決定額
（億円）

応募
倍率
（倍）

募入平均
利回格差

（％）

募入最大
利回格差

（％）

テール
（bp）

- - - - - - - R5.10.19 17,858 4,983 3.58 0.020 0.023 0.3 R5.10.25 13,857 4,984 2.78 0.029 0.032 0.3

R5.11.16 19,044 4,995 3.81 ▲ 0.013 ▲ 0.010 0.3 R5.11.24 21,853 4,989 4.38 0.031 0.033 0.2 - - - - - - -

- - - - - - - R5.12.20 20,776 4,996 4.16 ▲ 0.081 ▲ 0.079 0.2 R5.12.22 10,499 4,995 2.10 0.064 0.085 2.1

R6.1.5 22,163 4,980 4.45 ▲ 0.009 ▲ 0.008 0.1 R6.1.22 16,931 4,987 3.40 ▲ 0.010 ▲ 0.007 0.3 - - - - - - -

- - - - - - - R6.2.22 22,330 4,989 4.48 ▲ 0.015 ▲ 0.015 0.0 R6.2.16 14,292 4,988 2.87 0.009 0.013 0.4

R6.3.25 18,487 4,991 3.70 ▲ 0.019 ▲ 0.017 0.2 R6.3.21 14,466 4,996 2.90 ▲ 0.001 0.006 0.7 - - - - - - -

- - - - - - - R6.4.16 18,720 5,986 3.13 ▲ 0.001 ▲ 0.001 0.0 R6.4.18 11,317 4,992 2.27 ▲ 0.022 ▲ 0.017 0.5

R6.5.2 17,917 4,982 3.60 ▲ 0.008 ▲ 0.007 0.1 R6.5.24 18,108 5,993 3.02 ▲ 0.006 ▲ 0.002 0.4 - - - - - - -

- - - - - - - R6.6.11 20,686 5,989 3.45 ▲ 0.017 ▲ 0.015 0.2 R6.6.13 14,693 4,989 2.95 ▲ 0.024 ▲ 0.022 0.2

R6.7.22 16,245 4,987 3.26 ▲ 0.012 ▲ 0.008 0.4 R6.7.16 20,546 5,994 3.43 ▲ 0.031 ▲ 0.029 0.2 - - - - - - -

- - - - - - - R6.8.22 19,781 6,496 3.05 ▲ 0.005 ▲ 0.002 0.3 R6.8.27 12,335 3,984 3.10 ▲ 0.007 ▲ 0.005 0.2

R6.9.24 19,036 4,995 3.81 ▲ 0.043 ▲ 0.041 0.2 R6.9.19 19,153 6,494 2.95 0.013 0.017 0.4 - - - - - - -

- - - - - - - R6.10.15 16,368 6,493 2.52 0.006 0.009 0.3 R6.10.17 12,787 3,993 3.20 ▲0.017 ▲0.017 0.0

R6.11.25 19,536 4,992 3.91 ▲0.009 ▲0.008 0.1 R6.11.19 21,972 6,487 3.39 ▲0.015 ▲0.013 0.2 - - - - - - -

①残存１年超５年以下ゾーン ②残存５年超15.5年以下ゾーン ③残存15.5年超39年未満ゾーン

流動性供給入札の結果
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流動性供給入札の結果（発行・応募額）

（左軸）

（右軸）

（左軸）

　　　　③残存15.5年超39年未満ゾーン  　　　　②残存5年超15.5年以下ゾーン①残存1年超5年以下ゾーン
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（億円)（億円) （倍) （倍)
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0

4,000

8,000

12,000

16,000

20,000

24,000

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月

（億円) （倍)

5,000億円 5,000億円

R５年度 R５年度 R５年度

5,000億円

R６年度 R６年度 R６年度

6,000億円 4,000億円6,500億円
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流動性供給入札における残存期間別発行額（令和６年１０－１１月期）
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日銀保有額

市中残高

日銀保有率（右軸）

チーペスト銘柄の状況

流動性供給入札において追加発行したチーペスト周辺銘柄 10年債の市中残高

（注）右図は、12月10日時点で入手可能な情報をもとに作成。窓販を含まない。
（出所）財務省、日本銀行

発行額（額面ベース、億円）回号銘柄

1,00036510年債

2,00036610年債

○流動性供給入札（第415回）令和6年10月15日

発行額（額面ベース、億円）回号銘柄

1,00036510年債

1,50036610年債

8836710年債

○流動性供給入札（第417回）令和6年11月19日

残高変化（額面ベース、億円）回号銘柄

▲2,00036610年債

日本銀行が保有する国債の銘柄別残高

兆円
将来チーペスト銘柄

○2024年11月20日→2024年11月29日の変化
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令和７年１－３月期における流動性供給入札の実施額等（案）

下表に記載する銘柄を対象とします。ただし、市場環境等によっては予定を見直すことがあります。

（注１） ２年債以外の残存期間は、12月31日を起算点として計算します。
（注２） ２年債の対象銘柄は、１月入札については12月31日時点、３月入札については２月28日時点で残存１年超の銘柄とし、入札月に発行となる

銘柄を含みます。

令和７年３月令和７年２月令和７年１月対象銘柄（注１）

5,000億円－5,000億円

【１月】

・２年456回債～468回債（注２）

・５年147回債～174回債

・10年342回債～357回債

・20年85回債～115回債

・30年1回債

【３月】

・２年458回債～470回債（注２）

・５年147回債～174回債

・10年342回債～357回債

・20年85回債～115回債

・30年1回債

残存１年超

５年以下

ゾーン

6,500億円6,500億円6,500億円

・10年358回債～376回債

・20年116回債～173回債

・30年2回債～32回債

残存５年超
15.5年以下

ゾーン

－4,000億円－

・20年174回債～190回債

・30年33回債～84回債

・40年１回債～16回債

残存15.5年超

39年未満

ゾーン
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４．新たに発行を予定する変動利付国債の基本的な商品性（案）について



新たに発⾏を予定する変動利付国債の基本的な商品性（案）
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